
平成 14年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 13年 11月 7日

上   場   会   社   名     日本ユニシス株式会社 上場取引所  東１部

コード番号      8056 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　龍岡 慎一 TEL (03) 5546 - 4111
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 7日

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 135,113 3.5 △ 759 - △ 186 -
12年 9月中間期 130,522 - △ 605 - 1,609 -
13年 3月期 312,203 6,393 9,430

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 △ 483 - △4.41 -
12年 9月中間期 984 - 8.98 -
13年 3月期 4,876 44.47 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期         -      百万円   12年 9月中間期       -        百万円   13年 3月期       -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期   109,663,521株　　　12年 9月中間期   109,663,248株　　　13年 3月期   109,663,291 株

     ③会計処理の方法の変更　　 有

       
(2)連結財政状態

      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 227,256 92,842 40.9 846.61
12年 9月中間期 226,661 89,004 39.3 811.62
13年 3月期 254,260 92,485 36.4 843.36
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期   109,663,521株　　　12年 9月中間期   109,663,434株　　　13年 3月期   109,663,521 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 12,142 △ 9,025 △ 1,494 36,546
12年 9月中間期 4,732 △ 6,098 △ 743 34,124
13年 3月期 19,452 △ 19,178 △ 1,632 34,874

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  15　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 315,000 5,500 △ 4,500
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     △41円03銭

     ④中間連結財務諸表は平成１２年９月期より作成しております。したがって、平成１２年９月期の対前年中間期増減率については、
        該当事項がないため記載しておりません。
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１．企業集団の状況 
 

 企業集団の状況を事業系統図で示すと以下のとおりであります。   
 
                     

 
 
                                      
           

                                                                   
                                             
                                        

 
 
 
                                
 
 
 
                                                                 
                    
 
  
 
 
 
 
                                                
 
 
 
 
 
                                                                                             
 
                                                         
 
      
 
 
 
                       
 
 
 
 
 
 
 
                
            連結子会社        その他の関係会社  
 

販売委託 

施設の管理委託 

ソフトウェアの 
使用権許諾 

コンピュータの 
保守サービス委託 

コンピュータ等の仕入 

ユニシス・ 
コーポレーション 

ユニアデックス㈱ 

当  社 
 

日 
   

本 
 
ユ 
 
ニ 
 
シ 
 
ス 
 

㈱ 

 ㈱ エイタス    

日本ユニシス・ 
    ビジネス㈱ 

㈱国際システム 

日本ユニシス・ 
 ソフトウェア㈱ 

日本ユニシス・ 
ｴｸｾﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 

北海道ソフト・ 
エンジニアリング㈱ 

東北ソフト・ 
エンジニアリング㈱ 

中部ソフト・ 
エンジニアリング㈱ 

広島ソフト・ 
エンジニアリング㈱ 

九州ソフト・ 
エンジニアリング㈱ 

関西ソフト・ 
エンジニアリング㈱ 

日本ユニシス・ 
情報システム㈱ 

三井物産㈱ 
（仕入代行機関） 

ソフトウェアの 
 開発委託 

コンピュータの据付・調整、 
周辺機器の製造委託 

ソフトウェア開発の提供 

保守部品の管理委託 

コンピュータシステム 
の運用・管理委託 

コンピュータ、 
ソフトウェア、 
サービスの提供 

ネットワークの構築・設計、 
コンピュータの保守サービス

の提供 
アウトソーシング、 
ネットワークサービス 
の提供 

コンピュータ・ 
サプライ商品 
の提供 

（ソフトウェア開発会社） 

                        顧                             客 

日本ユニシス・ 
  サプライ㈱    

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ

（運輸･航空業界向

け)の提供 

Ｏ．Ｓ． 
エンジニアリング㈱ 
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２．経２．経２．経２．経    営営営営    方方方方    針針針針    

    

  ＩＴ不況ともいわれる世界的景気後退局面の中で、抜本的構造改革が求められている日本経済は、

急速な回復が望めない状況にあります。その中で、当社業績の中核を占めるソフトウェア、サービ

ス分野は今後も成長が期待されております。 

厳しい環境の中、日本ユニシスグループは、この分野に傾注し勝ち残るべくコスト構造の改善に

努力をしてまいりました。 

また、インターネットが普及し、ブロードバンド化が進展する中、平成１３年度、日本ユニシス

グループは、各企業におけるビジネス・モデルの見直し、ＩＴ利用による競争強化に対する意欲に

お応えするため、特にＥビジネス・ソリューション、それに伴う各種サービスビジネスに注力をし

てまいりました。 

  しかしながら、平成１３年９月中間期の業績は、連結での売上は前年同期比で増加したものの、

営業利益は減少しました。急激な経済環境の変化および競争激化の時代の中、さらに今年度の内外

の経済情勢悪化が加わり、今後の経済の不透明さを鑑みると、今や、より一層の抜本的なコスト構

造の改革が緊急の課題となっていることを認識しております。 

  

本年１０月より、新たな企業ビジョン実現を掲げ、『 Re-Enterprising 』と名づけた継続的な企

業変革活動を展開しており、具体的な諸施策をスピーディかつ徹底的に実行し、ソフトウェア、サー

ビスに、より一層傾注できる企業を目指します。 

 

 この新たな企業ビジョンのキーワードとして、 

  １．顧客価値創造企業:   －お客様のＩＴベストパートナー－ 

  ２．コスト競争力の強化:  －持続的成長が可能な経営基盤作り－ 

  ３．企業風土改革:  －Speed＆Challenge－ 

  ４．個を活かす企業:  －活き活きとした高技術集団を目指して－  

  ５．グループ戦略の強化:  －グループ総合力の最大化－ 

を掲げ、この５つのキーワードの実現に向け、２年以内にダイナミックに成長できる「新生ユニシ

ス」の基盤作りを行います。 

 

 この基盤作りにおいては、既に、執行役員制度、部門業績評価制度、「ｅ-キャリアボード」を活

用した人材流動化促進策などを導入しておりますが、併せて、特別退職支援制度「特別プログラム」

の実施を計画するとともに、各種コストの徹底的な見直しにより、抜本的な構造改革を図ってまい

ります。 

 これら施策の実行結果として、当社の企業価値を高め、その成果を株主/顧客/従業員に還元して

まいります。施策実行にあたっては、推進組識を中心に逐次実行計画を見直しながら全社的に変革

活動を進めてまいります。 
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３．経３．経３．経３．経    営営営営    成成成成    績績績績    

    

１．当中間期の概要１．当中間期の概要１．当中間期の概要１．当中間期の概要    

    

 当中間期のわが国経済は、米国経済の悪化による世界的な景気後退を背景に、深刻な状況のうちに

推移しました。 

 また、ＩＴ業界におきましても、今後の景気の不透明感を反映し、ＩＴ投資の先送りが懸念される

とともに、ＰＣ関連の減速、半導体需要の落ち込みが鮮明になっておりますが、アウトソーシング事

業に代表されるサービス市場においては、今後の成長が期待されております。 

 

（連結業績） 

当中間期の連結業績につきましては、景気後退による影響が徐々に顕在化し、売上高は、堅調なソ

フトウェア開発需要等を背景にシステムサービス、アウトソーシング等のサービス売上は順調に推移

いたしましたものの、ソフトウェアの大口案件の減少により、ソフトウェア売上が伸び悩んだことか

ら、前年同期比３.５％増の１,３５１億１３百万円にとどまりました。 

  また、利益面におきましても、期初より各種経費の削減に努めてまいりましたが、ソフトウェア売

上の減少や競合による粗利率の低下等により、営業利益は７億５９百万円の赤字となりました。 

さらに、営業外損益および特別損益では、前中間期と比べて特に目立った計上もなかったことから、

経常利益は１億８６百万円の赤字、中間純利益は４億８３百万円の赤字となりました。 

 

  売上構成別に見ますと、ハ－ドウェア売上は３９５億４３百万円（売上構成比率２９.３％）、ソフ

トウェア売上は２５２億１０百万円（売上構成比率１８.６％）、サ－ビス等売上は７０３億６０百万

円（売上構成比率５２.１％）となりました。 

 

（個別業績） 

 当中間期の個別業績につきましては、売上高は、１,１９５億４３百万円にとどまりましたが、利

益面に関しましては、子会社からの中間配当金２１億４９百万円を営業外収益に計上したことから、

経常利益は１４億９８百万円、中間純利益は１５億４６百万円となりました。 

 

  なお、中間配当金につきましては、通期の見通し等を勘案するとともに、株主の皆様への安定的な

利益還元を念頭に置き、前年中間期同様１株につき３円７５銭といたしました。 
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２．通期の見通し２．通期の見通し２．通期の見通し２．通期の見通し    

    

  今後のわが国経済は、米国同時多発テロの影響等によりさらなる悪化が懸念され、ＩＴ不況も深刻

化し、設備投資の先送り等、厳しい環境が続くもの予想されます。 

  このような環境にあって、１４年３月期の通期連結業績見通しにつきましては、アウトソ－シング

ビジネス等のサ－ビス関連売上が順調に伸びることが予想されるものの、ハ－ドウェア、ソフトウェ

ア関連の需要先送りも懸念されることから、売上高は３,１５０億円と見込んでおります。 

  一方、利益面におきましては、あらゆる分野で大幅なコスト削減を実施するとともに、「特別退職

支援制度」の特別プログラムの実施による費用（特別損失として１０４億円計上見込み）を計上し、

抜本的なコスト構造の改善を図っていく予定であります。 

  この結果、経常利益は５５億円を確保する見込みでありますが、当期純利益は４５億円の赤字とな

る見通しです。 

 

  平成１４年３月期の見通しは次のとおりです。 

（連結）                                （単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

通期見通し 
（前期比） 

３１５,０００ 
（＋０.９％） 

４,８００ 
（△２４.９％） 

５,５００ 
（△４１.７％） 

△４,５００ 
（ － ） 

 

（個別） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

通期見通し 
（前期比） 

２８０,０００ 
（△１.７％） 

２,５００ 
（＋６.９％） 

５,５００ 
（△５.０％） 

△１,０００ 
（ － ） 
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４．中間連結財務諸表等 
 

中間連結損益計算書 
 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H13.4.1～H13.9.30 H12.4.1～H12.9.30 H12.4.1～H13.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

    
売上高 １３５，１１３ １３０,５２２ ３１２，２０３ 
    
売上原価 ９７，５４３ ９０,１４３ ２２１，８９３ 
    

売上総利益 ３７，５６９ ４０,３７８ ９０，３０９ 
    
販売費及び一般管理費 ３８，３２９ ４０,９８４ ８３，９１６ 

    
営業利益（△損失） △ ７５９ △ ６０５ ６，３９３ 

    
営業外収益    
受取利息及び受取配当金 ２３６ １９４ ３５９ 
上場有価証券売却益 ３４６ １,５１０ ２，６９５ 
その他 ５４７ １,２９３ １，９００ 
    

営業外費用    
支払利息及び社債利息 ５３７ ６２３ １，２２８ 
その他 １９ １６０ ６８９ 
    
経常利益(△損失) △ １８６ １,６０９ ９，４３０ 

    
特別利益    
固定資産売却益 － ４１１ ４１１ 
その他 １４３ ２０３ １９２ 
    

特別損失    
投資有価証券評価損 １５３ ２３ ３１８ 
その他 １０６ ９３ ２２７ 
    
税金等調整前中間(当期) 

純利益(△損失) 
△ ３０２ ２,１０７ ９，４８９ 

    
法人税、住民税及び事業税 ５４１ １,０２７ ６，０９４ 
法人税等調整額 △ ５０６ － △ １，６９３ 
    
少数株主利益 １４６ ９５ ２１１ 
    
中間(当期)純利益(△損失) △ ４８３ ９８４ ４，８７６ 
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中間連結貸借対照表 
 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H13.9.30 H12.9.30 H13.3.31 
 百万円 百万円 百万円 

(資産の部)    
    

流動資産    
    
現金及び預金 ３２，２７０ ２５，１９７ ３１，５９８ 
受取手形及び売掛金 ６２，６６０ ７３，６８５ １００，７３８ 
有価証券 ４，４０１ １，１０５ ４０５ 
たな卸資産 ２５，６０４ ２１，５１１ １７，７８９ 
繰延税金資産 ６，０２４ ３，８６５ ５，２４７ 
その他 ７，２３９ １５，８３２ ９，２２５ 
貸倒引当金 △ １３１ △ ２５２ △ ３０４ 

流動資産計 １３８，０６８ １４０，９４５ １６４，６９９ 

    
    

固定資産    
    
有形固定資産    
    
機械装置及び運搬具 ２７，２６２ ２８，０７７ ２８，９５５ 
その他 １３，４５６ １３，２８７ １４，６７５ 

有形固定資産計 ４０，７１８ ４１，３６５ ４３，６３０ 

    
無形固定資産    
    
ソフトウェア １１，３３７ ６，４５０ ８，６０７ 
その他 ４２０ ３６２ ４１０ 

無形固定資産計 １１，７５７ ６，８１３ ９，０１７ 

    
投資その他の資産    
    
投資有価証券 １０，００９ ９，６００ ８，７５１ 
繰延税金資産 １０，８０２ １１，５６７ １１，９１２ 
敷金 １４，１２４ １４，３６４ １４，４７１ 
その他 ２，５０３ ２，８３７ ２，４９２ 
貸倒引当金 △ ７２８ △ ８３１ △ ７１６ 

投資その他の資産計 ３６，７１１ ３７，５３８ ３６，９１２ 

固定資産計 ８９，１８７ ８５，７１６ ８９，５６１ 

    

資産合計 ２２７，２５６ ２２６，６６１ ２５４，２６０ 
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当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H13.9.30 H12.9.30 H13.3.31 
 百万円 百万円 百万円 

(負債の部)    
    
流動負債    

支払手形及び買掛金 ３０，６６７ ３２，７３１ ５４，０１９ 
短期借入金 １１，６９６ １２，５４３ １２，３０７ 
長期借入金(1 年以内) ７，４６９ ６，８０８ ７，８２６ 
社債(1 年以内) １０，０００ － － 
未払法人税等 ５９７ ９７２ ５，３６５ 
未払費用 １５，５１０ １６，６６５ １６，６５０ 
引当金 １，２４４ １，４３１ １，６２８ 
その他 １７，９３６ １７，０２３ １７，５２７ 

流動負債計 ９５，１２１ ８８，１７５ １１５，３２５ 

    
固定負債    

社債 － １０，０００ １０，０００ 
長期借入金 ２１，１７４ ２２，５４３ ２１，２８３ 
退職給付引当金 １１，８６４ １１，１１０ ９，６０６ 
その他の引当金 ８６６ ９９１ ９９７ 
その他 ３，８３４ ３，５６４ ３，１７４ 

固定負債計 ３７，７３９ ４８，２１０ ４５，０６２ 

負債合計 １３２，８６１ １３６，３８６ １６０，３８７ 

少数株主持分 １，５５２ １，２７０ １，３８７ 

(資本の部)    
    
資本金 ５，４８３ ５，４８３ ５，４８３ 
    
資本準備金 １５，２８１ １５，２８１ １５，２８１ 
    
連結剰余金 ７０，７６５ ６８，２４０ ７１，７２０ 
    
その他有価証券評価差額金 １，３１１ － － 
    
自己株式 △ ０ △ ０ △ ０ 

資本合計 ９２，８４２ ８９，００４ ９２，４８５ 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

２２７，２５６ ２２６，６６１ ２５４，２６０ 
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中間連結剰余金計算書 

 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H13.4.1～H13.9.30 H12.4.1～H12.9.30 H12.4.1～H13.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

    
連結剰余金期首残高 ７１，７２０ ６７,７３７ ６７，７３７ 
    
連結剰余金減少高 ４７１ ４８２ ８９３ 
    
配当金 ４１１ ４１１ ８２２ 
役員賞与 ５９ ７１ ７１ 

    
中間（当期）純利益（△損失） △ ４８３ ９８４ ４，８７６ 
    
連結剰余金中間期末（期末）残高 ７０，７６５ ６８,２４０ ７１，７２０ 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

当中間期 前年中間期 前期 
項目 

H13.4.1～H13.9.30 H12.4.1～H12.9.30 H12.4.1～H13.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前中間(当期)純利益（△損失） △ ３０２ ２，１０７ ９，４８９ 
減価償却費 ９，５０９ ９，５１０ １８，９３２ 
固定資産売却益 － △ ４１１ △ ４１１ 
投資有価証券売却益 △ ３４６ △ １，５１０ △ ２，８６９ 
引当金の増減額 １，５８１ △ ２，０７４ △ ３，４３９ 
受取利息及び受取配当金 △ ２３６ △ １９４ △ ３５９ 
支払利息 ５３７ ６２３ １，２２８ 
売上債権の増減額 ３８，０７８ ２０，５７９ △ ６，４７３ 
たな卸資産の増加額 △ ７，８１５ △ ６，２８１ △ ２，５５９ 
仕入債務の増減額 △ ２３，３９７ △ １２，６２２ ８，６８９ 
その他営業活動によるキャッシュ・フロー ２５９ △ １，９４６ １，４１６ 

小計 １７，８６８ ７，７７９ ２３，６４２ 
利息及び配当金の受領額 ２３６ ２０９ ３７５ 
利息の支払額 △ ５３９ △ ６１２ △ １，２１５ 
法人税等の支払額 △ ５，４２３ △ ２，６４３ △ ３，３５０ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １２，１４２ ４，７３２ １９，４５２ 

    
投資活動によるキャッシュ・フロー    
有形固定資産の取得による支出 △ ５，２１９ △ ６，０４５ △ １６，９０７ 
有形固定資産の売却による収入 ４６ ６２５ ６７６ 
無形固定資産の取得による支出 △ ５，０３５ △ ２，７９２ △ ６，９２６ 
投資有価証券の取得による支出 △ ５５８ △ ２４０ △ ６８３ 
投資有価証券の売却による収入 １，７１３ ２，２８９ ４，５６１ 
その他投資活動によるキャッシュ・フロー ２６ ６５ １００ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９，０２５ △ ６，０９８ △ １９，１７８ 

    
財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額 △ ６１１ １４２ △ ９４ 
長期借入金による収入 ２００ － ５，９００ 
長期借入金の返済による支出 △ ６６６ △ ４７１ △ ６，６１３ 
配当金の支払額 △ ４１１ △ ４１１ △ ８２２ 
その他財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５ △ ２ △ ２ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ １，４９４ △ ７４３ △ １，６３２ 

現金及び現金同等物の増減額 １，６２２ △ ２，１０９ △ １，３５９ 
現金及び現金同等物の期首残高 ３４，８７４ ３６，２３３ ３６，２３３ 
新規連結による現金及び現金同等物の増加額 ５０ － － 

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 ３６，５４６ ３４，１２４ ３４，８７４ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
 
（１）連結子会社の数 １５社 
      日本ユニシス･サプライ㈱ 
       ユニアデックス㈱ 
       日本ユニシス・ソフトウェア㈱ 他 
 
（２）非連結子会社の数 ３社 
 
２．持分法の適用に関する事項 
 

持分法を適用していない非連結子会社（ＮＵＬシステムサービス・コーポレーション他２社）および関
連会社（(株)静岡ソフトバンク他６社）は、それぞれ中間連結純損益および連結剰余金におよぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、これらの会社に対する投資については持分法を
適用せず、原価法によっております。 

 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 

連結子会社のうち中間決算日が中間連結決算日と異なる会社は、㈱国際システム（中間決算日６月３０
日）であります。 
中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生
じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
               

① 有価証券  
その他有価証券 
イ． 時価のあるもの  中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は

全部資本直入法により処理し、売却原価は主として移動
平均法により算定しております。） 
（追加情報） 
当中間期からその他有価証券のうち時価のあるものの
評価の方法について金融商品に係る会計基準（「金融商
品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審
議会 平成 11年 1月 22日））を適用しております。こ
の結果、その他有価証券評価差額金１，３１１百万円が
計上されるとともに、固定資産の繰延税金資産９５３百
万円および少数株主持分０百万円がそれぞれ減少して
おります。 

ロ． 時価のないもの  移動平均法による原価基準 
 

② デリバティブ 時価法 
 

③ たな卸資産 
イ． 販売用コンピュータ  移動平均法による原価基準 

（会計方針の変更） 
従来個別原価法による原価基準により評価しており
ましたが、ビジネスプロセスの見直しにおける新会計
パッケージの導入を契機に、たな卸資産の管理をより
合理的に行なう目的から、当中間期より移動平均法に
よる原価基準に変更しております。 
この変更にともなう影響額は軽微であります。 

ロ． 保守サービス用部品他  移動平均法による原価基準 
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 
① 賃貸コンピュータ 
   (機械装置及び運搬具) 

 賃貸販売条件に対応し５年で残存価額が零となる方法によってお
ります。 
（耐用年数の変更） 
平成１３年度の法人税法の改正を契機に、経済的耐用年数の見直
しを行った結果、当中間期より耐用年数を従来の６年から５年に
短縮しております。 
この結果、従来と同一の耐用年数によった場合と比較し、営業損
失、経常損失および税金等調整前中間純損失はそれぞれ３７８百
万円多く計上されております。 
 

② ソフトウェア     見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく均等配
分額とを比較し、いずれか大きい額を計上する方法によっており
ます。 
なお、見込販売可能期間は原則として３年と見積っております。 

 
（３）重要な引当金の計上基準 
 

貸倒引当金 
売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒
懸念債権および破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。 
 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（４１，０７１百万円）については１０年による均等額を費用処理し
ております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）によ
る定額法により翌年度から費用処理することとしております。 
 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
 

外貨建金銭債権債務は、当中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。 

 
（５）重要なリース取引の処理方法 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
（６）重要なヘッジ会計の方法 
 

商品輸入の予定取引に関する為替変動リスクに対して為替予約取引を、短期借入金の金利変動リス
クに対して金利スワップ取引をそれぞれヘッジ手段として行っております。 
ヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、為替予約が付されている外貨建金銭債務については振当処理を行っております。 

 
（７）消費税等の会計処理 
 

税抜き方式を採用しております。 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随
時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資としております。 
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６．会計方針の変更 
 

売上計上基準の変更 
 

サービス等売上の内システムの受託開発に関しましては、従来成果物の納品時に売上計上を行って
おりましたが、近年の受託開発物件の大型化および複雑化にともない、成果物納品後請求権が発生
する迄に時間を要するようになったこと、当期におけるビジネスプロセスの見直しにより検収デー
タにより売上計上する環境が整ったことから、当中間期よりシステムの受託開発に関する売上の計
上基準を従来の納品基準から検収基準に変更いたしました。 
この変更にともない、従来と同一の基準によった場合と比較し、売上高は１，０６５百万円少なく、
営業損失、経常損失および税金等調整前中間純損失はそれぞれ２６８百万円多く計上されておりま
す。 

 
７．追加情報 
 

中間財務諸表における法人税等の会計処理 
 

当社および連結子会社は、中間財務諸表における法人税等の会計処理を従来簡便法によっておりま
したが、当社については中間決算における税金計算をより正確に把握する見地から、当中間期より
原則法に変更いたしました。 
この結果、従来と同一の方法によった場合と比較し、流動資産の繰延税金資産は３８６百万円、流
動資産のその他は６８百万円それぞれ多く計上され、固定資産の繰延税金資産は１３７百万円、未
払法人税等は６８０百万円それぞれ少なく計上され、中間純損失は９９７百万円少なく計上されて
おります。 
なお、前中間期における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は、
「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。 
 

 
中間連結貸借対照表注記 
 
                                当中間期             前年中間期         前期       
１． 有形固定資産         

減価償却累計額 １１３，９９８百万円 １１８，４９４百万円 １１４，３３５百万円 

    
２．偶発債務 １２，３３５百万円 ８，０１８百万円 ７，６６８百万円 
                                                                                          
３．期末日満期手形の会計処理 
 

当中間期末日、前年中間期末日および前期末日の満期手形の会計処理については、当中間期末日、前
年中間期末日および前期末日は、金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとし
て処理しております。 
なお、期末日満期手形の金額は次の通りであります。 
  当中間期 前年中間期    前期 
受取手形 ９９５百万円 ２３６百万円 ６８６百万円 
支払手形 ３３８百万円 ８６２百万円 ６７３百万円 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書注記 
 
現金及び現金同等物の（中間）期末残高と（中間）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
                                                                                          

  当中間期  前年中間期  前期 
  百万円  百万円  百万円 

現金及び預金勘定  ３２，２７０  ２５,１９７  ３１，５９８ 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金    △ １２５  △ １７７  △ １２７ 
有価証券(ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ他)  ４，４０１  １,１０５  ４０５ 
流動資産のその他 

（売戻し条件付き現先） 
 

－  ７,９９７  ２，９９８ 

現金及び現金同等物  ３６，５４６  ３４,１２４  ３４，８７４ 
 
 
５．セグメント情報 
 
（１）事業の種類別セグメント情報 
 

当中間期、前年中間期および前期については、当社グル－プは、コンピュ－タ、ソフトウェア、そ
の他関連商品ならびにこれらに関する各種サ－ビスを提供する単一事業区分の業務を営んでいるた
め、事業の種類別セグメント情報の記載を行っておりません。 

 
（２）所在地別セグメント情報 
 

当中間期、前年中間期および前期については、在外連結子会社がないため、所在地別セグメント情
報の記載を行っておりません。 

 
（３）海外売上高 
 

当中間期、前年中間期および前期については、連結売上高に対する海外売上高の割合が僅少のため、
海外売上高の記載を省略しております。 
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６．生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生産実績 
                                                                  

 
品 目 

金額 前年同期比 
 百万円 ％ 

システムサービス 
 

ソフトウェア 
 

４２，３０３ 
 

７，９１７ 
 

＋ ４０．０ 
 

＋ ４４．７ 
 

合計 ５０，２２１ ＋ ４０．７ 

 
（２）受注状況 
                                                                                                

  
区分 

受注高 前年同期比 受注残高 前年同期比 
 百万円 ％ 百万円 ％ 
ハードウェア 

 
ソフトウェア 

 
サービス等 

 

   ３５，８９２ 
 

１６，９０３ 
 

９４，０３５ 
 

△ １６．１ 
 

 △ １６．６ 
 

＋ ２．３ 
 

３５，８６０ 
 

２７，６２４ 
 

９４，３６７ 

△ １９．０ 
 

△ ２０．２ 
 

＋ １１．５ 
 

合計 １４６，８３０ △ ５．３ １５７，８５２ △ ３．５ 

 （注）受注残高については、1年以内売上予定の残高を記載しております。 
                                                                                                         
（３）販売実績 
                                                     

 
区分 

金額 前年同期比 

 百万円 ％ 
ハードウェア 

 
ソフトウェア 

 
サービス等 

 

３９，５４３ 
 

２５，２１０ 
 

  ７０，３６０ 
 

＋ １．１ 
 

△ １１．９ 
 

＋ １２．１ 
 

合計 １３５，１１３ ＋ ３．５ 
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７．有価証券関係 
 
Ⅰ．当中間期末 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 
  

     取得原価 中間連結貸借対照表計上額      差額 
 百万円 百万円 百万円 
(1)株式 ５，９９５ ８，２３９ ２，２４３ 
(2)債券 ２５ ２５ ０ 

計 ６，０２０ ８，２６５ ２，２４４ 
        
 ２．時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 
 

その他有価証券                                                                                   
非上場株式(店頭株式を除く)        １，２８０百万円 
マネー・マネジメント・ファンド他     ４，４０１百万円 

 
Ⅱ．前年中間期末 
 
１． その他有価証券で時価のあるもの 
 

平成１２年大蔵省令第１１号附則第３項により、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行ってい
ないため、記載を省略しております。 

                                                            
 ２．時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 
 

その他有価証券                                                                                    
非上場株式(店頭株式を除く)         １，２４６百万円 
マネー・マネジメント・ファンド他      １，１０５百万円 

 
Ⅲ．前期末 
                                                     
  １．その他有価証券で時価のあるもの 
 

平成１２年大蔵省令第９号附則第３項により、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っていな
いため、記載を省略しております。 

 
  ２．時価のない有価証券の主な内容および連結貸借対照表計上額 
 

その他有価証券                                                                                      
非上場株式(店頭株式を除く)             １，３７２百万円 
マネー・マネジメント・ファンド他              ４０５百万円 
 
 

８．デリバティブ取引関係 

 

当中間期、前年中間期および前期については、全てのデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため記載を省

略しております。 



平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 7日

上   場   会   社   名   日本ユニシス株式会社 上場取引所 東1部

コード番号      8056 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　龍岡 慎一 TEL (03) 5546 - 4111
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 7日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月 10日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 119,543 0.6 △ 1,374 - 1,498 117.3
12年 9月中間期 118,869 △ 7.6 △ 1,742 - 689 △ 89.7
13年 3月期 284,892 2,338 5,786

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 1,546 165.4 14.10
12年 9月中間期 582 - 5.31
13年 3月期 3,054 27.85
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期   109,663,524 株   12年 9月中間期   109,663,524 株   13年 3月期   109,663,524 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

13年 9月中間期 3.75 －
12年 9月中間期 3.75 －
13年 3月期 － 7.50

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 203,791 84,902 41.7 774.21
12年 9月中間期 205,887 80,444 39.1 733.55
13年 3月期 231,784 82,504 35.6 752.34
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期   109,663,524 株   12年 9月中間期   109,663,524 株   13年 3月期   109,663,524 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 280,000 5,500 △ 1,000 3.75 7.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）       △9 円12銭

- 17 -
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１０．中間個別財務諸表等 
 

中間損益計算書 
 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H13.4.1～H13.9.30 H12.4.1～H12.9.30 H12.4.1～H13.3.31 

  百万円  百万円  百万円 
売上高  １１９,５４３  １１８,８６９  ２８４,８９２ 

       
売上原価  ８８,３７２  ８５,１３５  ２０９,７７５ 

       
売上総利益  ３１,１７０  ３３,７３３  ７５,１１７ 

       
販売費及び一般管理費  ３２,５４４  ３５,４７６  ７２,７７８ 

       
営業利益(△損失)  △ １,３７４  △ １,７４２  ２,３３８ 

       
営業外収益       
受取利息及び配当金  ２,３９３  ２６５  ４８８ 
上場有価証券売却益  ３４２  １,５１０  ２,６９３ 
その他  ７１１  １,４３３  ２,１６８ 

       
営業外費用       
支払利息及び社債利息  ５５８  ６２６  １,２４０ 
その他  １５  １５１  ６６２ 

       
経常利益  １,４９８  ６８９  ５,７８６ 

       
特別利益       
固定資産売却益  －  ３１３  ３３２ 
その他  １４２  ２２１  １７３ 

       
特別損失       
投資有価証券評価損  １５３  ２３  ３１５ 
その他  ８６  ８２  １７５ 

       
税引前中間(当期)純利益  １,４０１  １,１１８  ５,８０１ 

       
法人税、住民税及び事業税  １０３  ５３６  ３,６７７ 
法人税等調整額  △ ２４８  －  △ ９２９ 

       
中間(当期)純利益  １,５４６  ５８２  ３,０５４ 

       
前期繰越利益  ４２,０４６  ４０,６６６  ４０,６６６ 

       
中間配当額  －  －  ４１１ 

       
中間（当期）未処分利益  ４３,５９２  ４１,２４８  ４３,３０８ 

      
      

(注)固定資産減価償却実施額  百万円  百万円  百万円 

 有形固定資産   ６,８８０  ６,７８０  １３,５２８ 

 無形固定資産   １,９９８  ２,１６４  ４,２４６ 
 計   ８,８７８  ８,９４４  １７,７７４ 
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中間貸借対照表 
 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H13.9.30 H12.9.30 H13.3.31 

 百万円 百万円 百万円 
(資産の部)    

    
流動資産    

    
現金及び預金 ２６,８５３ ２１,２８０ ２６,４５４ 
受取手形 ２９９ ６２４ １,０６６ 
売掛金 ５４,８６２ ６７,５４７ ９２,５２７ 
有価証券 ４,００１ ７００ － 
たな卸資産 １８,８８１ １３,９９９ １１,９５２ 
繰延税金資産 ３,９０７ ２,７８８ ３,５２０ 
貸付金 ４,６５４ １２,２６５ ７,５６２ 
その他 ８,１０４ ６,８６６ ５,２２０ 
貸倒引当金 △ １１１ △ ２１６ △ ２７２ 

    
流動資産計 １２１,４５３ １２５,８５６ １４８,０３２ 

    
    
固定資産    

    
有形固定資産    

    
機械装置 ２４,９８３ ２５,８４６ ２６,７３６ 
その他 １０,１８１ ９,９２２ １１,３７６ 

    
有形固定資産計 ３５,１６４ ３５,７６９ ３８,１１３ 

    
無形固定資産    

    
ソフトウェア １０,１２５ ６,２１６ ８,４０５ 
その他 ２６７ ２７４ ２７１ 

    
無形固定資産計 １０,３９３ ６,４９１ ８,６７６ 

    
投資その他の資産    

    
投資有価証券 １１,５７７ １１,１７２ １０,２８８ 
繰延税金資産 ９,９８５ １０,８８０ １１,０７８ 
敷金 １３,５５２ １３,９８２ １４,０７０ 
その他 ２,３６５ ２,５２４ ２,２２０ 
貸倒引当金 △ ７００ △ ７８９ △ ６９６ 

投資その他の資産計 ３６,７８０ ３７,７７０ ３６,９６１ 

    
固定資産計 ８２,３３８ ８０,０３０ ８３,７５１ 

    

資産合計 ２０３,７９１ ２０５,８８７ ２３１,７８４ 
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当中間期 前年中間期 前期 
科目 

H13.9.30 H12.9.30 H13.3.31 

 百万円 百万円 百万円 
(負債の部)    

    
流動負債    
    

支払手形 １,４４５ ２,６４５ ２,１３０ 
買掛金 ２８,０８６ ２８,７２５ ５２,０３９ 
短期借入金 １０,０１０ １０,５４０ １０,５４０ 
長期借入金(1年以内) ７,４２６ ６,７４２ ７,７６８ 
社債(1年以内) １０,０００ － － 
未払法人税等 ２５ ４７８ ３,５５１ 
未払費用 １０,７７５ １２,０２１ １２,０６９ 
引当金 １,２４４ １,４３１ １,６２８ 
その他 １５,５１６ １５,６３３ １５,５９２ 

    
流動負債計 ８４,５３０ ７８,２１９ １０５,３２０ 

    
固定負債    
    

社債 － １０,０００ １０,０００ 
長期借入金 ２１,１６６ ２２,４９２ ２１,２５８ 
退職給付引当金 ９,０１３ ９,９２７ ８,３４５ 
その他の引当金 ８１３ ９５８ ９５１ 
その他 ３,３６５ ３,８４６ ３,４０４ 

固定負債計 ３４,３５８ ４７,２２４ ４３,９５９ 

負債合計 １１８,８８８ １２５,４４３ １４９,２７９ 

(資本の部)    
    
資本金 ５,４８３ ５,４８３ ５,４８３ 
    
資本準備金 １５,２８１ １５,２８１ １５,２８１ 
    
利益準備金 １,３７０ １,３７０ １,３７０ 
    
その他の剰余金    

    
任意積立金 １７,８６１ １７,０５９ １７,０５９ 
中間(当期)未処分利益 ４３,５９２ ４１,２４８ ４３,３０８ 
    

その他の剰余金計 ６１,４５３ ５８,３０８ ６０,３６８ 
    

その他有価証券評価差額金 １,３１２ － － 
    

資本合計 ８４,９０２ ８０,４４４ ８２,５０４ 

負債及び資本合計 ２０３,７９１ ２０５,８８７ ２３１,７８４ 

 百万円 百万円 百万円 

(注) １．有形固定資産 
減価償却累計額 １０５,９４２ １１１,７８２ １０６,３６１ 

 ２．保証債務 ６,４４６ ８,０１８ ７,６６８ 
    
    

 


